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	タイトル
	１月25日付け報道機関各社の「人勧実施３党合意」、「民主が自公に譲歩」「公務員給与８％削減」等の報道記事について


取扱厳重注意
１月25日付け報道機関各社の「人勧実施３党合意」、「民主が自公に譲歩」「公務員給与８％削減」等の報道記事について
１月２５日、報道機関各社は一斉に「人勧実施３党合意」「民主が自公に譲歩」「公民給与８％削減」などの見出しで、２０１１人事院勧告と現在国会に提出されている給与臨時特例法案の扱いについて報じることとなった。記事の中では「人事院勧告を完全実施した上で特例法案により平均７．８％の削減を行うことで与党の民主党と野党の自公が合意をした」とする内容となっていた。また、関連４法案の取り扱いについては一切触れられていない内容であった
この内容について自治労道本部として、事実関係の確認を急ぎ、中央段階の情勢認識、さらには見解について求めてきたところ、次のような事実が判明してきている。
まず、昨日夕刻の藤村官房長官の記者会見において、「大筋合意」という報道は明らかに違うと否定されているし、合意したという報告も受けていないと言明されていることが明らかとなった。
さらに、１月25日夜、公務労協と民主党幹部と話し合いの中では、
①　前原政調会長が自公の政調会長と調整を行ってきた内容については、マスコミ報道にあるように三党合意あったという事実にはなく、本日、事実と異なることについて公式に表明する。
ことが冒頭明らかにされ、
②　国家公務員の給与について、人勧の△0.23％は実施し、これに特例法の平均7、8％を上乗せして減額するが、経過措置（＝いわゆる給与構造改革の現給保障措置）は削減期間中の２年間は実施せず、2014年からとすること。
③　関連四法案は審議入りすることとなるが、政府として成立に全力をあげて対応することとされていること。
④　特例法案の内容を地方公務員への影響は遮断するとした考え方に変わりは無いこと。
　が改めて確認をされ、政府・民主党として、野党である自公に対応していることが事実関係として確認が取れた。
　また、この内容について、民主党幹部からの情報として本日、開催された自治労本部の機関会議において、徳永中央執行委員長のあいさつの中に触れられてきている。
　なお、この内容、昨日の北海道新聞夕刊に記載されており、ほぼ同じ内容となっているが、民主党内部においても議論が継続されていることを踏まえ、野党との協議はまさにこれからであるが、すでに自民党側は労働基本権問題については難色を示すなど、紆余曲折が想定される。
道本部として引き続き情報収集に努め、適宜、各地本・単組・総支部に対して情報提供を行うこととする。
全単組・総支部においては、この情報については公務労協や自治労の公式な見解が示されていない段階での情報であるため、取り扱いについて厳重注意で対応いただきたい。
以　上
